
区分 税率

物品販売業 運送取扱業 料理店業 遊覧所業

保険業 船舶ていけい場業 飲食店業 商品取引業

金銭貸付業 倉庫業 周旋業 不動産売買業

物品貸付業 駐車場業※ 代理業 広告業

不動産貸付業※ 請負業 仲立業 興信所業

製造業 印刷業 問屋業 案内業

電気供給業 出版業 両替業 冠婚葬祭業

土石採取業 写真業　 公衆浴場業

電気通信事業 席貸業 演劇興行業

運送業 旅館業 遊技場業

第二種事業 ４％ 畜産業 水産業 薪炭製造業

医業 公証人業 設計監督者業 公衆浴場業

歯科医業 弁理士業 不動産鑑定業 歯科衛生士業

薬剤師業 税理士業 デザイン業 歯科技工士業

獣医業 公認会計士業 諸芸師匠業 測量士業

弁護士業 計理士業 理容業　 土地家屋調査士業

司法書士業 社会保険労務士業 美容業　 海事代理士業

行政書士業 コンサルタント業 クリーニング業 印刷製版業

３％ 装蹄師業

※　不動産貸付業と駐車場業の認定基準は裏面のとおり

事業の種類

第一種事業 ５％

第三種事業

５％

あん摩・マッサージ又は指圧・はり・きゅう・柔道整復その
他の医業に類する事業（両眼の視力が0.06以下の視力
障害がある者が行うものを除く。）

個人事業税のあらまし

県内に事務所又は

事業所を設けている

方で、次の事業を営

む個人の方が対象と

なります。

①納める人

○前年の事業の所得（総収入額から必要経

費を控除した金額）から、事業主控除など

を差 し引いた額に税率を乗じて得た額を

納めていただきます。

【税率５％の場合の例】

○各種控除
・損失の繰越控除(青色申告者のみ)

・被災事業用資産の損失の繰越控除

・事業用資産の譲渡損失の控除

・事業用資産の譲渡損失の繰越控除(青色申告者のみ)

○事業主控除(年間290万円の控除)

※所得税の申告で控除されている青色申告特別控除

額（最高６５万円）は、個人事業税の計算では控除

できません。

②納める額
○年間２９０万円の控除があります。

※年の途中で開業や廃業した場合は、月割りした額

が控除額となります。

例：６月に開業した場合（事業を行った月数：７ヶ月）

２９０万円×７／１２＝１，６９２，０００円

③事業主控除

○申告期限は３月１５日です。
※所得税の確定申告書又は市町村民税・道府県民税

の申告書を提出された方は、個人事業税の申告は

不要です。

＜お願い＞所得税の確定申告書の「住民税・事業税に

関する事項」欄の記入をお願いします。

○県民センターから送付される納税通知書に

より、納期限までに納めてください。
※通常、８月末と１１月末までに２回に分けて納めてい

ただくことになりますが、税額が１万円以下の場合に

は８月末までに全額納めていただきます。

○減免制度（申請による減免制度）
●４月１日現在において事業者が身体障がい者で、かつ、

雇用従業者の稼働日数が事業に従事する者の稼働日数

の2分の1を超えない場合 （減免額＝900円～1,500円）

●災害により自己の所有に係る資産（事業用資産、住宅又は

家財）に損害を受けた場合（減免額＝税額の12.5%～100%）

④申告と納税

○個人事業税は、製造業、飲食店業、請負業、医業、理美容業など、事業を営む個人の方

に対して課税される県の税金です。（※所得税や住民税とは別の税金です。）

○税金は道路、公園など公共施設の整備や商工業の振興、医療・福祉サービスの充実の

ための経費となり、事業を行う場合には、これらの施設・サービス等を利用されることか

ら、その維持・整備に必要な経費の一部を負担していただくものです。

総収入額　６５０万円

 事業の所得　３００万円

１０万円×５％＝　個人事業税の額　５，０００円

必要経費

３５０万円

事業主控除

２９０万円



不動産所得のある方で、次の基準に該当する場合は個人事業税の対象となります。

⑤不動産貸付業と駐車場業の認定基準

⑥Q&A

●初めて個人事業税が課税されたのはなぜ？

●事業を廃止したのに納税通知書が届きましたが？

●飲食店業の他に不動産貸付

業も行っていますが、飲食店

業が赤字の場合の課税はど

うなるのでしょうか？

事業を廃止された場合（法人への移行の場合も含む）は、

その年の１月１日から廃業の日までの所得に対して、個人

事業税が課税されます。

個人事業税の所得計算に

おいて、事業所得が生ずべき

事業と不動産所得が生ずべき

事業を併せて行っている場合

は、それぞれの所得または損

失を合算または通算して計算

します。

お尋ねの場合、飲食店業の

損失と不動産貸付業の所得を

通算することとなります。

ただし、不動産貸付業につ

いては上記⑤の認定基準に

該当した場合対象となります。

【お問い合せ】
○島根県東部県民センター 課税部 自動車・諸税課 （TEL 0852-32-5623）

〒690-8551 島根県松江市東津田町1741-1（松江合同庁舎２Ｆ）

○島根県西部県民センター 税務部 法人・軽油課税課 （TEL 0855-29-5519）

〒697-0041 島根県浜田市片庭町254（浜田合同庁舎１Ｆ）

☆☆☆ 納税に便利な口座振替をぜひご利用ください ☆☆☆

営んでおられる事業が課税対象であり、前年の所得（青

色申告特別控除額を含む。）が初めて事業主控除額２９０

万円を超えたため 課税されました。

認 定 基 準

 一戸建  貸付可能棟数が１０棟以上

 アパート・貸間等  貸付可能室(区画)数が１０室以上

 一戸建  貸付可能棟数が５棟以上

 テナント等  貸付可能室(区画)数が１０室以上

 住宅用  貸付契約件数が１０件以上 又は貸付総面積が2,000㎡以上

 住宅用以外  貸付契約件数が１０件以上

 ○貸付建物に係る収入（土地の貸付を併せて行っている場合は
　その合計収入）が年額1,000万円以上

 ○建物の貸付総面積が600㎡以上

 ○貸付件数が上記の建物又は混合貸付の基準の１／２以上

認 定 基 準

 収容可能台数が１０台以上

 上記の基準以上か、又は貸付不動産の室数、棟数又は貸付契約
 件数の合計が１０以上

土  地

駐
車
場
業

駐 車 場 の 種 類

 建築物である駐車場
(屋根付駐車場、地下駐車場、立体駐車場など)

 上記以外（青空駐車場）

 収容可能台数に関係なくすべて課税対象

不
　
動
　
産
　
貸
　
付
　
業

 住宅以外
の建物

  住 宅

混合貸付

 建物の貸付規模が上記の建物又は混合貸付の
 基準を満たさない場合でも、次のすべての基
 準を満たす場合

建
物

不 動 産 の 種 類

 種類の異なる不動産の貸付け
 を併せて行っている場合


